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　「ロシア市民は『ダーチャ』があるから食料
難をしのげている」と上司から聞いた。30年ほ
ど前のことだ。ダーチャとは「農園付き別荘」
のこと。クラインガルテン（滞在型市民農園）
と同義だ。ロシアの国民の多くがダーチャを保
有している。第２次世界大戦中から大戦後の食
料不足への対策として政府が土地を与えるよう
になったのが現在のダーチャの始まりという。
　ソ連末期やその後のロシア共和国初期の食料
不足もダーチャや自家菜園での自給自足でしの
いでいたそうだ。その頃、ニュースで食料不足
のことが度々伝えられていた。ソ連末期の1987

年、モスクワのスーパーやデパートを訪ねたこ
とがある。物資の少なさに驚かされたが、多く
の市民は自ら菜園を耕し食料を確保していたと
いうことはまったく知らなかった。
　新型コロナウイルス感染症やウクライナ紛争
によって、日本の食料安全保障をめぐる状況が
大きくクローズアップされた。
　ウクライナを侵攻し、世界的な食糧危機を引
き起こしているロシアは、歴史の流れの中で多
くの市民が食料確保する安全保障体制を有して
いる。我々はどのように食料安全保障を確保し
ていくのだろうか。

▶　▶　▶ 編　集　後　記 ◀　◀　◀
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寄　稿
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　わが国では昨今、新型コロナウイルス感染
症の流行やウクライナ紛争を受けて食料安全
保障に関する懸念が強まり、食料・農業・農
村基本法の見直しに至った。日本は農産物（お
よび農業資材）の輸入依存度が高いため、輸
入不安定化のリスクには敏感に反応せざるを
得ない（注１）。
　しかし、食料を輸入に依存することに付随
するリスクはもう一つある。それは輸入に市
場を奪われた国内農業の生産基盤が縮小する
ことであり、食料安全保障上の懸念をもたら
す。そしていずれのリスクも、輸入依存が進
むにつれて深刻さを増す。
　本稿では輸入依存の理由と経緯を整理しそ
のリスクと課題を考えてみたい（注２）。輸入
依存の最大の要因は農地資源の乏しさであり、
それを与件とする政策も大きな影響を及ぼし
てきた。また、食料危機等に関する世界の動
向と日本の政策を振り返ったうえで、国内生
産基盤を維持するための論点を述べたい。
（注１）�2022年10月18日の食料・農業・農村政策審

議会第１回基本法検証部会における農水省

および寺川委員の報告を参照。

（注２）�本稿の構成は概ね筆者が2022年10月18日の

第１回基本法検証部会で参考人として行っ

た報告に基づいている。各部の記述および

その前提となる世界の情勢認識については

おもに平澤（2022b）によりつつ、新たな

考察を加えた。食料安全保障に関する日本

の施策の総体については平澤（2017）を参

照。

１．日本の食料安全保障と輸入

１）日本の基礎的条件
　日本の食料安全保障および農業の基本的な
規定要因は、農地資源の乏しさである（注３）。
水田稲作を行うモンスーンアジア（概ね東・
東南・南アジア）には、近代以前における稲
作の高い人口扶養力を背景として、人口が多
く、その割には人口一人当たり耕地面積の小
さい国が数多くある。日本はそうした傾向が
顕著であり、人口一億人以上の国としては最
も一人当たり耕地が少ない（図１）。
　農地資源が希少なため、農地が物理的に不
足しているうえ、農業の国際競争力も低くな
り、食料の輸入依存につながっている。日本
の輸入食料を生産するために使われている海
外の農地は、日本の農地面積の２倍に相当し、
現在の食生活を前提とすれば、かなりの程度
食料の輸入は必須である。一方、人口一人当
たりの耕地が少ない国は、農業者当たりの耕
地も少ない傾向が強い。農業の平均経営面積
規模は日本、ＥＵ、米国、豪州の順に桁違い
の差がある。それに加えて日本の農業は山が
ちの地形と分散錯圃のため効率化が容易では
ない。
（注３）以下、おもに平澤（2004，2005）による。

農林中金総合研究所 理事研究員

食料輸入依存のリスクと
日本の農地資源

平澤　明彦
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